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第１ はじめに 
 
 
１ 本書の位置づけ 

本書は、千葉市富田都市農業交流センター（以下「本施設」という。）の管理運営に関し、千

葉市（以下「市」という。）が指定管理者に要求する管理運営の基準を示すものである。 
 
２ 管理運営業務の実施に当たっての前提 

 管理運営業務を行う者は、本書の前提として以下の点に留意すること。 
（１）指定管理者制度の適正な理解に基づく業務の履行 

管理運営業務を行う者は、指定管理者制度の趣旨、関係法令等の適正な理解に基づき、業務

を実施すること。 
（２）市の施策の適正な理解に基づく業務の履行 

指定管理者は、公の施設に関する業務を市に代わって行うことから、市の施策の理解及び協

力が求められる。 
このため、指定管理者は次に示す留意点を踏まえ、管理運営体制を構築し、業務を実施する

こと。 
ア 施策理解 

本施設の所有者である市の施策を理解の上、施設の維持管理及び運営業務を実施すること

を基本とする。市の実施する各種事業に対する協力が求められるとともに、市との協働によ

り事業を実施する提案も期待する。 
    ただし、事業への協力等の際、市による費用の負担を担保するものではない。 

イ 市内産業の振興 
本施設の管理運営業務の実施に当たり、その一部を第三者に委託し、又は請負わせる等の

場合は、原則として市内業者を対象とし、必要に応じ準市内業者、市外業者と対象を拡大し

ていくものとする。 
※市内業者・・・千葉市内に本店又は主たる事務所を有する者 

    準市内業者・・千葉市内に支店・営業所等を有する者 
(例) ・警備業務 ・清掃業務 ・資材購入 ・樹木剪定業務 ・修繕業務 

  ウ 市内雇用への配慮・障害者雇用の確保 
    指定管理者が市の管理代行者である以上、一定の公的責任が問われる。 

 指定管理者は、新たに発生する雇用については、率先して千葉市民の雇用を図る必要があ

るとともに、既存の施設職員の継続雇用について配慮する。 
また、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号)における事業者の

義務を遵守することはもとより、指定管理者が行う業務の実施に際して、率先して障害者雇

用を促進する必要がある。 
エ 労働条件審査 

労働者保護の観点から、指定期間中に社会保険労務士による労働条件審査を実施すること

がある。審査の報告書は、千葉市情報公開条例（平成１２年条例第５２号）に規定する「公

文書」として同条例に基づく開示請求の対象となり、同条例に基づく不開示情報を除き原則

として開示が求められる。 
  オ 男女共同参画社会の推進 
    千葉市男女共同参画ハーモニー条例(平成１４年千葉市条例第３４号)では、千葉市は、す

べての市民が男女の別なく個人として尊重され、お互いに対等な立場であらゆる分野に参画

する機会が確保され、責任を分かちあう男女共同参画社会の実現を目指すとしている。 
 指定管理者にも、性別にとらわれない登用や仕事と家庭の両立支援等の積極的な取組みと

いった、男女ともに働きやすい職場環境の整備が求められる。 
  カ 環境への配慮 
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千葉市環境基本条例(平成６年千葉市条例第４３号)では、千葉市は環境への負荷の軽減や環

境の保全等に努めるとしている。 
    指定管理者にも、再生資源その他の環境への負荷の低減に資する原材料の利用や、環境に

配慮した役務の提供等の具体的な取組みが求められる。 
  キ 災害時の対応 
    災害対応設備は、災害時にその機能を発揮できるよう、常に適切な維持を行うものとする。

なお、大規模災害時には、本書等に定めていない事項についても、市の指示に従い協力する

こと。 
 （３）関係法令を遵守した業務の履行 
    指定管理者は、下記の法令等を遵守し、業務を履行すること。 

ア 千葉市都市農業交流センター設置管理条例（平成１８年千葉市条例第５５号。以下「設

置管理条例」という。） 
イ 千葉市都市農業交流センター管理規則（平成１８年千葉市規則第７８号。以下「管理規 
則」という。） 

   ウ  地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 
   エ  千葉市行政手続条例(平成７年千葉市条例第４０号) 
   オ  千葉市個人情報保護条例(平成１７年千葉市条例第５号) 

カ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号） 
    なお、上記に関連する施行令・規則等についても含むものとし、その他関連する法規があ

る場合は、それらを遵守することとする。 
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 （４）リスク分担に基づいた業務の履行 
協定締結に当たり、市が想定する主なリスク分担の方針は、以下のとおりである。これ

らは、帰責事由の所在が不明確になりやすいリスクについて、その方針を示したものであ

る。 

種 類 リスクの内容 
負担者 

市 指定管理者 
法令等の変更 本事業に直接影響する法令等の変更 ○  

税制変更 市の事業及び本事業のみに影響を与える税制の変更 ○  
消費税及び地方消費税に係る税制の変更 ○  
指定管理者の利益に課される税制の変更  ○ 

業務の中止・ 
延期 

市の指示によるもの ○  
事業者の事業放棄、破綻  ○ 

不可抗力 天災・暴動等による履行不能 ○  
許認可遅延 業務の実施に必要な許認可取得の遅延等(市が取得

するもの） 
○  

上記以外の場合  ○ 
議会の議決 指定管理者指定議案が可決されなかったことに起因

するもの 
 ○ 

計画変更 市の事業内容の変更に起因する計画変更 ○  
上記以外の場合  ○ 

運営費上昇 市の事業内容の変更に起因する運営費の増大 ○  

避難所等の運営等に伴うもの ○  
上記以外の場合  ○ 

施設等の損傷 事業者の責めに帰すべき場合  ○ 
上記以外の場合 ○  

備品等の損傷 指定管理者が所有する備品等の損傷  ○ 
性能不適合 選定要項等、協定により定めた要求水準に不適合  ○ 
需要変動 市の事業内容の変更に起因する需要変動 ○  

上記以外の場合  ○ 
利用者への対応 施設の瑕疵等、施設所有者の責めに帰すべき場合 ○  

上記以外の場合  ○ 
第三者への賠償 施設運営上の周辺住民等への損害（騒音、振動、臭

気等） 
 ○ 

施設の管理瑕疵による第三者への損害  ○ 
※公の施設において行う事業は、毎年度の予算や実施方針の変化により変動することがある。

その場合、指定管理者は市と協議の上、適切な範囲についてリスクを負担することがある。  
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第２  施設運営業務 
 
 
１ 基本的事項 
（１）業務の範囲 

ア 基本的業務 
（ア）受付業務  
（イ）使用許可業務 
（ウ）公共情報等の掲示  
（エ）情報管理業務 
（オ）安全管理業務 
（カ）緊急時対応業務 
（キ）利用促進業務 
イ その他、施設の適正な運営に必要な業務 

（２）開館時間及び休館日 
   本施設の地域農業活動拠点施設の開館時間は、午前９時から午後５時までとし、他の施設に 

ついては、常時開放とする。ただし、指定管理者はあらかじめ市の承認を得て開館時間を変更 
することができる。  

   本施設の地域農業活動拠点施設の休館日は、月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭 
和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下この号において「休日」という。）に当たる 
ときは、その日後においてその日に最も近い休日でない日）及び年末年始（１２月２９日から 
翌年１月３日まで）とする。ただし、指定管理者は、あらかじめ市の承認を得て、休館日に施 
設を開館することができる。 

   なお、市が管理上必要と認めたときは、臨時に休館日を変更し、又は休館日以外の日に休館 
することができる。 

（３）利用料金 
   ア 利用料金の設定 
    指定管理者は、設置管理条例第１１条に規定する額の範囲以内で、市の承認を得て利用料 

金を定めることができる。 
   イ 利用料金の減免 
    指定管理者は、本施設の研修室の利用料金について、設置管理条例第１２条及び管理規則 

第７条並びに千葉市都市農業交流センターに関わる施設利用料の取扱要領の規定に基づき、 
減免を行うことができる。 

   ウ 利用料金の徴収・管理 
利用料金の徴収は、原則、前納とする。ただし、指定管理者が特に認めた場合は、この限 

りではない。 
指定管理者は、利用料金の徴収を行い、徴収したすべての利用料金について、必要な帳簿 

を作成すること。 
（４）禁煙について 
   地域農業活動拠点施設内は、禁煙とする。  
 
 ２ 基本的業務 
（１）受付業務  

ア 受付業務は、事務室窓口での各種案内、施設の使用に係る予約の受付等、利用者に対応

する業務である。 
イ 受付業務の際には、利用者の利便性に配慮するとともに、不審者のチェックを行うなど、

安全性を十分に確保し行う。  
ウ 電話及びＦＡＸによる各種問い合わせ、利用者からの苦情、見学者などについても適切
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に対応するものとする。  
エ 高齢者及び障害者等で介助を必要とする利用者については、円滑な施設利用が可能とな

るよう、適切な対応を行うものとする。  
（２）使用許可業務  

   使用許可申請の受理及び使用許可、使用の不許可、使用の制限等に当たっては、設置管理条 
例、管理規則、千葉市行政手続条例及び千葉市聴聞及び弁明の機会の付与に関する規則（平成 
６年千葉市規則第５７号）を遵守して行わなければならない。  

（３）公共情報等の掲示  
   指定管理者は、市からの要請に応じて、無料で公共情報等を掲示するものとする。 
（４）情報管理業務 

   ア 情報公開 
    指定管理者は、千葉市情報公開条例を遵守するとともに、千葉市指定管理者情報公開規程

に従い自ら情報公開規程を作成し、本施設の管理運営に当たり作成又は取得した文書等のう

ち、公開の対象となる情報に関する開示請求に対して、適切に対応するとともに、必要な措

置等を講じること。 
   イ 個人情報の保護 
    指定管理者は、千葉市個人情報保護条例を遵守するとともに、指定管理者個人情報保護規 

規程に従い自ら個人情報保護規程を作成し、本施設の管理運営に当たり知り得た市民等の個 
人の情報について、漏洩、減失又はき損の防止等、個人情報の適切な管理のために必要な措 
置等を講ずること。 

   ウ 秘密の保持 
    指定管理者は、業務の実施において知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。 
（５）安全管理業務 

ア 指定管理者は、日頃より防火・防犯に注意を払い、施設内の事故防止に努め、安全で清

潔な環境を確保すること。 
  イ 指定管理者は、防災・防犯に関する対応マニュアルを整備し、従業員に周知するととも

に、日頃より防災・防犯訓練を行い緊急時の対応について十分な対応知識を備えておくもの

とする。    
（６）緊急時対応業務 

   指定管理者は、災害等の緊急時においては、市や医療機関、関係機関等と協力し、的確な対 
応を図ること。また、緊急連絡網を整備するとともに、（５）に示す防災マニュアル中に、利 
用者の避難、誘導、安全確保及び必要な通報等、災害発生時の対応についての事項を整理する 
こと。 

   注意報・警報が発令された場合には、直ちに利用者にその旨を伝達できるよう、訓練等を適 
切に行うこと。 

   災害時等に市が緊急に防災拠点、避難所等として本施設を使用する必要があるときには、市 
の指示に従うこと。  
指定管理者は、災害などの発生に対応できるよう、災害時に必要な最低限の資機材等の用意 

を行うものとする。 
 

（７）利用促進業務 
ア 指定管理者は、市民等の利用促進を図るため、本施設への集客はもちろんのこと、本市

の農業振興のために必要な広報･宣伝・情報提供を積極的に行うものとする。 
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第３  施設維持管理業務 
 
 
１ 基本的事項 

 （１）維持管理業務実施の基本方針  
   指定管理者は、本書のほか「建築保全業務共通仕様書」（国土交通省大臣官房庁営繕部監修） 

を参考に業務を遂行すること。 
また、以下の基本方針を踏まえた維持管理業務を遂行し、利用者の利便性・快適性の確保に 

努めること。  
   ア 関係法令等を遵守するものとする。 

イ 施設の環境を安全、快適かつ衛生的に保ち、利用者の健康被害を未然に防止すること。 
   ウ 施設が有する機能及び性能等を保つものとする。 
   エ 合理的かつ効率的な維持管理の実施に努めること。 
   オ 物理的劣化等による危険・障害等の発生を未然に防止するものとする。 
   カ 環境負荷を抑制し、環境汚染等の発生防止に努めるとともに、省資源、省エネルギーに 

努めるものとする。 
（２）業務の対象範囲 
   指定管理者は、本施設の維持管理について、以下の業務を行うものとする。  
   ア 建築物管理業務（大規模修繕以外の修繕を含む。） 
   イ 設備機器管理業務（大規模修繕以外の修繕を含む。） 
   ウ 備品等管理業務  
   エ 清掃業務 
     オ 駐車場、トイレ・休憩所等管理業務 
   カ  植栽管理業務 
   キ 環境衛生管理業務 
   ク 保安警備業務 
   ケ 廃棄物処理業務 
   コ 行政財産目的外使用許可に係る取り扱い業務 
（３）業務の体制  
   ア 指定管理者は、維持管理業務全体の業務責任者（以下「業務責任者」という。）を定め、 

市に届け出でること。 
   イ 業務責任者が不在の場合は、管理責任者として代行できる者を置くこと。 
   ウ 業務を行う者は、その内容に応じ必要な知識及び技能を有する者とし、また、法令等に 

より業務を行う者の資格が定められている場合は、当該資格を有する者が業務を行うもの 
とする。  

   エ 指定管理者は、本業務の一部を、あらかじめ市の承認を得て、第三者に委託することが 
できる。 

（４）市への報告 
   ア 監督、測定、検査、調査その他の活動によって、特に改善・変更を要すると認められた 

事項については、具体的にその内容を明らかにした文書を作成し、その都度、総括責任者 
を通じて市へ報告するものとする。 

   イ 関係官庁の立入り検査が行われる際には、その検査に立ち会い、協力すること。 
     関係官庁から改善命令を受けたときには、その主旨に基づき、関係業者に周知するとと

もに，具体的な改善方法について総括責任者を通じて市に報告するものとする。  
   ウ 関連法令等による点検等を行なった場合は、事業報告書等により市に報告するものとす 

る。   
   エ 維持管理業務において、重大な破損、火災、事故等が発生したときは、緊急に対処する 

とともに、市へ緊急報告するものとする。 
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２ 建築物管理業務 
（１）業務の対象範囲・内容  

   本施設の建築物の屋根、外壁、建具（内部・外部）、天井、内壁、床、階段、付属物等各部位 
とし、その点検、保守等を業務内容とする。  

（２）仕様・水準  
ア 部材の劣化、破損、腐食、変形等について調査・診断・判定を行い、迅速に修繕等を行 
い、適正な性能及び機能が発揮できる状態に保つものとする。 

   イ 開閉・施錠装置、扉等が正常に作動する状態を保つものとする。  
   ウ 建築物内外の通行等を妨げず、運営業務に支障をきたさないよう配慮する。 

エ 建築物において重大な破損、火災、事故等が発生し、緊急に対処する必要が生じた場合 
の被害拡大防止に備えるものとする。  

オ 関連法令等の定めにより、点検等を実施するものとする。  
 
３ 設備機器管理業務  
（１）業務の対象範囲・内容  

   本施設に設置されている電気設備、空調設備、給排水衛生設備及び関連設備とし、運転・監 
視、点検、保守等を業務内容とする。  

（２)仕様・水準  
  ア 運転・監視 
  （ア）各施設・部屋の用途、気候の変化、利用者の快適性等を考慮に入れて、各設備を適正 

な操作によって効率よく運転・監視する。  
  （イ）運転時期の調整が必要な設備に関しては、市と協議して運転期間・時間等を決定する 

ものとする。  
  （ウ）各設備の運転中、点検及び操作・使用上の障害となるものの有無を点検し、発見した 

場合は除去又は適切な対応を図るものとする。   
  イ 法定点検  
  （ア）各設備の関連法令の定めにより、点検を実施するものとする。  
  （イ）点検により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合、適切な方法（保守、 

補修、交換、分解整備、調整等）により対応するものとする。  
   （ウ） 保守規定を遵守し、市と協議を持ち業務を実施するものとする。  

ウ 定期点検 
   （ア）各設備について、常に正常な機能を維持できるよう、定期的に点検・対応を行うもの 

とする。  
   （イ）点検により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合、又は何らかの悪影響 

を及ぼすと考えられる場合には、適切な方法（保守、補修、交換、分解整備、調整等） 
により対応するものとする。  

   エ 劣化等への対応 
    劣化等について調査・診断・判定を行い、市の承認を得て、適切な方法（保守、補修、交 

換、分解整備、調整等）により迅速に対応するものとする。  
 
４ 備品等管理業務  
（１）業務の対象範囲・内容  

   本施設に設置される備品等について点検、保守等を実施する。  
（２）仕様・水準  

   ア 指定管理者は、施設運営に支障をきたさないよう施設運営上必要な備品等を適宜整備し、

管理を行うこと。不具合の生じた市の備品については、随時、修繕等を行い、交換等が必

要なものについては速やかに市に届け出るものとする。 
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   イ 指定管理者は、市の承認を得て、当該施設の管理に必要な備品を持ち込むことができる 
が、それについては、自らの責任と費用において適宜更新を行うものとする。    

   ウ 指定管理者は、本施設に置かれるすべての備品について、備品台帳を作成し、備品の管 
理を確実に行うこと。備品台帳に記載する事項は、品名、数量、メーカー名、商品の記号、 
購入日、金額等とする。 

   （市の所有物については、市の備品台帳等を基本とする。）  
   エ 指定管理者自らが持ち込んだ備品について、市に無償譲渡する場合は、市にその旨を申 

し出て無償で譲渡することができる。この場合において、市は一切の費用を負担しない。  
 
５ 清掃業務  
（１）業務の対象範囲・内容  

   本施設の建築物の内部及び外部並びに敷地内を対象とし、業務の内容は、次のとおりとする。 
   ア 施設清掃業務 
   イ 害虫駆除業務 
   ウ 外構等清掃業務 
   エ 敷地内清掃 
 （２）仕様・水準  
  ア 業務全般についての仕様・水準   
  （ア）業務に使用する用具及び資材等は、常に整理整頓に努め、人体に有害な薬品等は関係 

法令に準拠し厳重に管理するものとする。  
   （イ）作業においては電気、水道の節約に努めるものとする。  

（ウ）業務に使用する資材・消耗品は、品質保証のあるもの（ＪＩＳマーク商品等）の使用 
に努めること。また、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成１２年 
法律第１００号）の特定調達物品の使用等地球環境に配慮した物品の使用に努めるもの 
とする。  

   イ 施設清掃業務の仕様・水準  
   （ア）建物内外の仕上げ面及び家具・備品等を適切な頻度・方法で清掃するものとする。  
   （イ）仕上げ材の性質等を考慮しつつ、日常清掃、定期清掃及び特別清掃を適切に組み合わ 

せた作業計画により作業を実施し、常に施設の美観と衛生的環境を保つものとする。  
   （ウ）日常清掃、定期清掃、特別清掃の内容、方法、頻度は、事業計画書の中で具体的に提 

案するものとする。  
   ウ 害虫駆除業務の仕様・水準  
   （ア）建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）に基づき、 

害虫を駆除するものとする。  
   （イ）噴霧法、散布法その他の有効と認められる駆除方法を選択採用するものとする。  
   エ 外構等清掃業務の仕様・水準  
   （ア）その他の施設保守管理業務対象の駐車場、その他外構等の清掃を実施する。  
   （イ）駐車場を機能上、安全上、美観上、常に優良な状態に保つものとする。 
   オ 敷地内清掃 
    敷地内清掃については適切な頻度・方法で清掃するものとする。 
 
６ 駐車場、トイレ・休憩所等管理業務  
（１）業務内容  

   指定管理者は、駐車場、トイレ・休憩所等の性能及び機能を維持し、サービスが円滑に提供 
され、施設の利用者が安全かつ快適に利用できるよう、各施設の点検、保守、補修等を実施す

る。 
 （２）業務の対象範囲  
   施設内の駐車場、トイレ・休憩所 
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 （３） 仕様・水準  
  ア 各施設の機能・安全・美観の面で、常に優良な状態に保つものとする。  
  イ 部材の劣化、破損等を調査し、市の指示に従い迅速に補修等を行うものとする。  
 
７ 植栽管理業務  

 （１）業務内容  
   敷地内の植栽を適切に保護・育成・処理することにより、豊かで美しい施設内の自然環境を 

維持するものとする。  
 （２）業務の対象範囲 
   植栽管理業務の対象範囲は、樹木、芝生、花木、草花、植木鉢等とする。  
 （３）仕様・水準  

ア 植物の種類、形状、生育状況等に応じて、適切な方法による維持管理を行うものとする。 
イ 対象範囲の維持管理に当たっては、利用者及び通行者の安全に配慮するものとする。 
ウ 維持管理作業にて、チェンソーや刈り払い機等の機器類を用いる場合は取り扱いに十分注

意する。 
エ 潅水、施肥及び病害虫防除等を行い、植栽を常に良好な状態に保つものとする。 
オ 薬剤、肥料等は、環境及び安全性に配慮して選定するものとする。 
カ 病害虫防除については、農薬取締法（昭和２３年法律第８２号）で定める安全基準を遵守

し、利用者や構造物、他の植栽に被害を与えないように十分配慮し、実施するものとする。 
キ 剪定、刈り込み及び除草等を適宜行い、利用者及び通行者等の安全の確保及び美観を保つ

ものとする。また、前述の作業にて発生した葉や枝はその場に放置せず、適正に処理するも

のとする。 
ク 強風や寒さへの対策として、必要に応じて植物の養生を行うものとする。 
ケ 花畑のシバザクラは、計画的に更新及び補植を行う。 

 
８ 環境衛生管理業務  
（１）業務内容  

   建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）に基づいて、施 
設の環境衛生管理を行う。  

 （２）業務の対象範囲  
   環境衛生管理業務の対象範囲は、本施設の敷地内全域とする。 
 （３）仕様・水準  
   建築物における衛生的環境の確保に関する法律に基づき、環境衛生業務を適切に行うものと 

する。 
 

９ 保安警備業務 
 （１）業務内容  
   指定管理者は、対象施設の防犯、防火及び防災に万全を期し、利用者が安心して利用できる 

環境確保のために保安警備業務を行うこと。業務に当たっては、施設の使用目的や使用内容を 
十分に把握するとともに、警備業法（昭和４７年法律第１１７号）、消防法（昭和２３年法律 
第１８６号）、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）等関連法令及び監督官庁の指示を遵守 
し、必要な措置を講じること。 

   また、夜間の保安警備については、機械警備によることも可能とする。 
 （２）保安警備の基準 
   ア 通常警備 
    巡回等により、来場者の確認及び応対、不審者の発見、遺失物管理等を行うこと。 

また、急病の発生等の場合には適切に対応すること。 
   イ 夜間警備 
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    地域農業活動拠点施設の閉館時間以降においては、機械による警備を可能とする。導入 
する場合において、機械警備の内容は、対象施設の状況に応じ、建物のドア、ガラス等の破 
損・開閉の感知、施設内への進入の感知、火災感知の機能を有するものとする。 

 
１０ 廃棄物処理業務 

 （１）業務の対象範囲・内容 
   廃棄物処理業務の対象は、本施設内で発生した廃棄物とする。   
   なお、処分費用はすべて指定管理委託料に含まれるものとする。 
 （２）廃棄物処理の基準 
   指定管理者にて適正に収集・分別を行い、適切な廃棄物処理業者に処分を委託すること。 
 
１１ 行政財産目的外使用許可に係る取り扱い業務 

（１） 業務内容 
施設内には、自動販売機を設置しているが、その目的外使用許可については、指定管理者の

業務の範囲外であり、市が目的外使用許可を行うものとする。従って、同スペースは、指定

管理者の業務の範囲外であるが、同じ建物内にあるため、警備や、その他不測の事態には施

設を管理する指定管理者に対応を要請する場合があるので、速やかな対応が図れるよう、緊

密な連携をとること。 
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第４  経営管理業務 
 
 
 １ 指定期間前準備業務 
   本施設の指定管理者として指定された事業者は、指定期間前の業務として以下の業務を行う 

こと。 
 （１）基本協定項目についての市との協議及び基本協定書の締結 
 （２）配置する職員の確保、職員研修 
 （３）業務等に関する各種規程等の作成 
 （４）施設の運営上必要な届出等及び承認・許可等の取得 
 （５）その他管理運営業務を実施するための必要な準備 
 
 ２ 事業資格・業務体制準備業務 
 （１）事業資格 
   指定管理者は本書に定める事業を実施するために必要な官公署の免許、許可及び認定等を受 

けていること。また、個々の業務について本書の規定により再委託を行う場合には、当該業務 
について当該再委託先がそれぞれ上記の免許、許可及び認定を受けていること。 

 （２）業務体制 
   指定管理者は、自らの職員又は本書に定める再委託先の職員のうちから当該施設の管理及び 

運営に必要な資格を有する者をあらかじめ選任し当該施設に配置しなければならない。また、

職員に対して、施設の管理運営に必要な研修を適宜実施し、利用者のサービス向上に努めるこ

と。市が実施する説明会・研修会に出席すること。 
 
 ３ 事業計画書作成業務  
   指定管理者は、その業務毎の実施体制、実施内容、実施スケジュール等を明らかにするため、 

各事業年度の施設管理運営計画を示した次年度事業計画書を毎年度３月２０日までに市に提 
出し、承認を受けること。また、毎年８月３１日までに次年度事業計画書（案）を作成し、市 
に提出すること。 
事業計画書においては、運営業務、維持管理業務及び自主事業に関する実施計画を記載するこ 
と。 

   作成に当たっては、市と調整を図ること。 
 
 ４ 各年度協定書締結業務 
   指定管理者は、基本協定書及び次年度事業計画書等に基づき市と次年度の各年度協定を締結

することとする。協定項目は以下のとおりとする。 
 （１）経理に関する事項（指定管理委託料等） 
 （２）各年度における追加業務 
 （３）その他業務実施に当たり必要とされる項目 
 
 ５ 事業報告書作成業務  
   指定管理者は、管理運営業務に関して日報、月次事業報告書及び事業年度毎の事業報告書を 

作成し、月次事業報告書については業務を行った月の翌月の１０日までに、事業年度毎の事業 
報告書については当該年度終了後３０日以内に提出するものとする。日報については、指定期 
間終了日まで指定管理者が保管し、市の求めに応じて提出するものとする。 
月次事業報告書の報告事項は以下のとおりとし、事業年度毎の事業報告書においては、以下 

の点を総括するとともに、指定管理者自身による自己評価を行うものとする。 
 （１）利用実績（利用者数、利用料金収入等） 
 （２）管理運営業務の実施 
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 （３）収支等の経理書類 
 （４）自主事業の実施 
（５）利用者アンケート等の結果及び意見についての対応状況 

 
６ 業務仕様・マニュアル等の作成業務 

   指定管理者は、管理運営を行う上で必要となる各種業務仕様・マニュアル等を作成し、運用 
すること。また、当該マニュアル等は業務の実施に即して随時改定を行うことができるものと 
する。なお、作成及び改正に当たっては、内容を市と協議すること。 

   当該マニュアルについては、指定期間終了後に市へ十分な説明を行った上で引き渡すこと。 
 
 ７ 事業評価（モニタリング）業務 
   指定管理者は、以下の方法により利用者等の意見や要望を把握し運営に反映させるよう努め 

る。 
 （１）利用者からのアンケート回収等 
   ア 指定管理者は、施設の管理運営等に関する評価及び要望等についてのアンケート用紙及 

び回収箱を、本施設内に日常的に設置し、回収するとともに、とりまとめて事業報告書に 
より市に報告するものとする。 

   イ 指定管理者は、施設の管理運営及び利用者に提供するサービスの向上に活用するため、 
利用者に呼びかける等、積極的なアンケート回収を含めたモニタリング手法を検討し、よ 
り多くの利用者の意見の把握に努めること。 

 （２）市との意見交換の実施 
   指定管理者は、アンケート等モニタリングの実施による利用者の意見を集約し、業務の改善 

に向けた参考とするとともに、必要に応じて市と協議すること。 
 
 ８ 事務評価業務 
 （１）施設の管理運営に対する自己評価 
   施設の管理運営に対して、適宜自己評価を行い、その結果を事業報告書にまとめ、市へ報告 

すること。 
（２）定期及び随時の評価 

   定期評価及び随時評価の詳細等に関しては、協定に定めることとする。 
 
 ９ 関係機関等との調整業務 
 （１）関係機関との調整 
   地元自治会、各種団体、地域住民、公共機関等と連携を図り施設の利用促進に努めるととも 

に、関係機関からの依頼等には誠意を持って対応すること。 
 （２）市等からの要請への協力 
   ア 市から施設の運営業務、維持管理業務及び施設の現状等に関する調査並びに資料作成の 

指示があった場合には、迅速、誠実に対応すること。 
   イ 市が実施及び要請する事業並びに支援する事業（例：緊急安全対策、防災訓練、行事、 

要人案内、監査・検査等）に協力すること。 
 
 １０ 指定期間終了後の引継ぎ業務 
   指定管理者は、指定期間終了後に次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設の業務を遂行で 

きるよう、必要な引継ぎを行うこと。 
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第５  自主事業 
 
 
   指定管理者は、本施設を利用して、本施設の設置目的に適合する範囲において、自らの企画 

による事業を実施し、又は事業の誘致等を行い自らの収入にすることができる。事業の企画・ 
誘致にかかる費用はすべて指定管理者の負担とし、市からの指定管理委託料を当ててはならな 
い。 

   事業の運営並びに新たな企画・誘致においては、市と協議するとともに、モニタリングの実 
施による利用者ニーズに考慮し工夫すること。 
 また、当該年度の実施計画に変更が生じる場合は、市の承認を得ること。 

   事業の企画・誘致に当たっては、以下に示す条件を満たすこと。 
 （１）本施設の設置目的に適合すること。 
 （２）市が本施設の使用を求める日程以外の使用とすること。 
 （３）施設利用が市の要求する運営サービスに支障をきたさないこと。 
 （４）公序良俗に反しない事業であること。 
 （５）関連する法規を遵守し、施設の特徴等に沿った内容とすること。 
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第６  その他の重要事項 
 
 
 １ 管理運営体制の整備等 
   指定管理者は、本事業を円滑かつ適切に遂行することが可能な維持管理体制・運営体制を構 

築すること。 
   本施設には、市職員は配置しない。 
 
 ２ 記録等の保存期間 
 （１）各種取扱説明書 備品台帳            永年 
 （２）官庁への各種届出・報告の控え          永年 
 （３）年間、月例定期点検、測定等の記録        ５年 
 （４）月次事業報告書等の市への提出書類控え       ５年 
 （５）業務連絡 日報                     ５年 
 （６）事故・障害記録  修繕記録            ５年 
 
 ３ 区分経理 
   指定管理者は、本施設に係る事業の経理を以下の２種類に区分し、それぞれ独立して管理す

ること。 
 （１）本施設の管理運営業務に係る経理 
   ア 利用料金収入 
   イ 指定管理委託料 
   ウ 管理運営経費 
   （運営経費、施設管理業務及び経営管理業務に係る経費、光熱水費） 
 （２）指定管理者の自主事業にかかる経理 
   ア 自主事業に係る収入 
   イ 自主事業の実施にかかる経費 
 
 ４ 光熱水費 
   維持管理及び運営上必要となる光熱水費（電気、ガス、下水道）は原則として指定管理 委 

託料等の管理運営に係る収入で賄うものとする。また、指定管理者は光熱水費の削減に努める 
ものとする。 

   なお、地域農業活動拠点施設のうち、行政財産目的外使用許可及び貸付に係る部分の光熱水 
費については、使用者から所要の費用を徴収し、管理運営経費に充てること。 

 
 ５ 保険等 
   指定管理者は、本施設を管理するに当たり、募集要項等に定める自らのリスクに応じて、適 

切な保険に加入すること。必要となる各種保険料は市の支払う委託料に含まれるものし、保険 
等への加入行為・申請等は指定管理者が行うこと。なお、加入に当たって、所有者の証明書類 
等が必要な場合は、市がこれを貸与、準備することとする。 

 
 ６ 再委託 
   指定管理者は、管理運営業務の全部を一括して第三者に委託、又は請け負わせてはならない。 
   指定管理者が業務の一部を委託しようとする場合は、事業計画書に委託内容等を記載するこ 

と。 
委託業者が決定した場合は、月次事業報告書等により、請け負わせた者の商号又は名称その

他必要事項を報告すること。また、事業報告書においても必要事項を記入すること。 
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 ７ 公租公課 
   指定管理者は、会社等の法人にかかる市民税、事業を行う者にかかる事業所税、新たに設置 

した償却資産にかかる固定資産税等の納税義務者となる場合がある。詳しくは、市税事務所（国 
税については税務署、県税については県税事務所）に問い合わせること。 

 
 ８ 利益等の還元 

指定管理者は、自主事業収入を含むすべての収入（総収入）から自主事業に係る経費等を含 
むすべての支出（総支出）を引いて剰余金を計算し、剰余金が総収入の１０％を超える場合に、 
当該超える金額の２分の１を還元対象とする。 
ただし、自主事業に係る収入が赤字となった場合は、自主事業に係る支出を除いた指定管理 

業務に係る収支により、利益の還元を算出する。 
なお、具体的な、還元方策、還元時期等は、各年度協定書にてその詳細を定めるものとする。 

 
９ 職員の研修 

市が実施する指定管理者に対する説明会・研修会に出席すること。 
 

１０ 新型コロナウイルス感染症防止策の実施 
新型コロナウイルス感染症の流行が終息するまでの期間においては市と連携し、国や県が

定める指針やガイドラインに基づいた対策を行うこと。 
 
 １１ その他 
   本書に記載のない事態が発生した場合、又は疑義が生じた場合には、指定管理者は、市と協 

議の上、誠意を持って適切な対応に当たること。 
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第７ 施設の詳細 
 
 
１ 管理する施設 

   本施設は、約８．６ヘクタールの面積を有する施設である。建物の名称等及び施設の詳細は

以下のとおり。 
（１）建物の名称等 

建物名称 構造 階層 建築面積 

ア 地域農業活動拠点施設 鉄骨造 平屋建て ３２５．１７㎡ 

イ トイレ・休憩所（駐車場） 木造 平屋建て  ８０．１９㎡ 

ウ トイレ・休憩所（花畑） 木造 平屋建て ２８．４０㎡ 

（２） 施設の詳細 
 ■地域農業活動拠点施設 

事務室 
○受付業務スペースを含む事務室 
 面積                 １６．１０㎡ 

トイレ 
○男女別トイレ及び多目的トイレ 
 面積                 ２５．９７㎡ 

研修室 

○各種会議等への貸し出しを行う  面積１９０．４１㎡ 
 面積 研修室１            ６３．９６㎡ 

研修室２（和室）        ２９．８１㎡ 
    研修室３            ９６．９４㎡ 

農産加工室 
○食品営業許可の取得に適合した農産加工室 
 面積                 ８９．５９㎡ 

農機具倉庫 
○農機具等の倉庫に利用 
 面積                   ３．１㎡ 

 
■トイレ・休憩所 

トイレ・休憩所（駐車場） 

○男女別トイレ及び多目的トイレ    
面積                 ４１．７２㎡ 

○休憩施設             
 面積                 ３８．４７㎡ 

トイレ・休憩所（花畑） 

○男女別トイレ及び多目的トイレ    
面積                 １４．２０㎡ 

○休憩施設              
面積                 １４．２０㎡ 
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■その他施設 

ビオトープ 

ビオトープ全体面積           ４８５.２０㎡ 
○オオガハス             
面積                 ３９５．００㎡ 

○ウッドデッキ            
面積                   ９０．２㎡ 

花畑等 

花畑等全体面積            約３８，２００㎡ 
○シバザクラ           
面積                約１０，０００㎡ 

○落葉樹の森（クヌギ・コナラ・モミジ混植）   
 面積                約２１，０００㎡ 
○ツツジ            
 面積                 約２，５００㎡ 
○芝生広場            
面積                 約２，２００㎡ 

遊歩道・進入路 

全体面積                ４，３４８㎡ 
○アスファルト舗装  ○コンクリート舗装 
○土系舗装（土砂＋セメント） 
○平板ブロック舗装 

テーブル・ベンチ 
○テーブル・ベンチ  １セット 
（テーブル１基・イス４基） 
○ベンチ １４基 

原田池 ○原田池面積              １６，４８４㎡ 

駐車場 
○来場者駐車場 普通車３５台 障害者用１台 
 面積                 １，４２０㎡ 
（おまごバスの停留所及び転回所として使用） 
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別表 千葉市富田都市農業交流センター備品一覧   

     

品名 備品番号 型番 メーカー名 数量 

会議用机 
17078368～ 
17078401 

KT-PS61TN コクヨ 34 

片袖机 
17078403～ 
17078405 

SD-BSN117LC3F11 コクヨ 3 

シュ－ズボックス 
17078406～ 
17078409 

SB-64SN ライオン 4 

シュ－ズボックス 
17078410 
17078411 

SB-46SN ライオン 2 

食器戸棚 17478412 HC-157 日本調理機株式会社 1 

食器戸棚 17478413 HC-9 日本調理機株式会社 1 

パンラック 17478414 NP-127 日本調理機株式会社 1 

調理台 17478415 NT-97B 日本調理機株式会社 1 

調理台 17478416 NT-76B 日本調理機株式会社 1 

演台 17478417 LA-30 ＴＯＡ 1 

ホワイトボ－ド 
17478418 
17478419 

BB-R636AW1W1NN コクヨ 2 

書棚 17478420 S-D3605F1NN コクヨ 1 

更衣ロッカ－（四連） 
17478421 
17478422 

LK-4F1 コクヨ 2 

テレビ 17478423 LC-32BD1 ＳＨＡＲＰ 1 

テレビ台 17478424 771-28 ライオン 1 

ビジネスキッチン 17478425 YKM-150C(R)IN110 サンウェーブ 1 

灰皿 17478431 SW-301S プラス 1 

フラワ－ボックス 
17478433～ 
17478436 

SW-108P プラス 4 

ごみ箱 17478441 ﾌﾟﾛﾀﾞｽﾃｨ S テラモト 1 

 


